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　2003年(第11次)漁業センサス
  結　　　果　　　書

  青　　森　　県
   は　　し　　が　　き

　　　 この結果書は、平成15年11月1日を調査期日として実施した2003年（第11次）漁業センサス（指定統計第67号）の海面漁業調査のうちの漁業経営体調査及び漁業従事者世帯調査の結果を収録したものです。

　    漁業センサスは、我が国漁業の基本的生産構造、就業構造を明らかにするとともに、漁村、流通・加工業等の漁業の背景の実態を総合的に把握することを目的に、昭和24年から5年ごとに行われ、その調査結果は漁業構造の改善など、水産行政諸施策の企画・立案等の基礎資料として利用されております。
　    この結果書が、水産行政関係者のみならず、広く一般にも利用され、本県水産業の振興に役立つことができれば幸いです。
終わりに、このたびの調査は、統計調査を取り巻く環境が厳しさを増す中で、多くの方々の御理解と御協力によって実施されたものであり、　　ここに改めて関係各位に心から感謝の意を表します。

　　　　　平成１７年３月

　　　　　　　　　　青森県企画政策部長　　中　村　明　義
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第１ 　解　　説 
Ⅰ　海面漁業の生産構造

１  漁業経営体
⑴　 総経営体数 　 
　　　 平成15年11月1日現在の海面漁業経営体数は5,513経営体で、前回（平成10年）の第10次漁業センサス（以下「第10次」という。）に比べ513経営体（8.5％）減少した。
[image: image2.emf]図１　漁業経営体数の推移
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⑵　 経営組織別経営体数　　　
　     漁業経営体を経営組織別にみると、個人経営体は5,391経営体で、第10次に比べ433経営体（7.4％）減少した。

　     団体経営体数（会社経営、漁業協同組合、漁業生産組合、共同経営、官公庁・学校・試験場）は122経営体で、第10次に比べ80経営体（39.6％）減少した。

　     団体経営体のうち漁業生産組合が1経営体（33.3％）、官公庁・学校・試験場）が1経営体（25.0％）それぞれ増加したほかは、共同経営が72経営体（53.7％）、会社経営が10経営体（20.4％）減少した。また、漁業協同組合は12経営体で第10次と同数であった。

　         この結果、全漁業経営体に占める個人経営体の構成割合は97.8％となり、第10次の96.6％に比べ1.2ポイント高まった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－１－
表1　経営組織別経営体数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体、％
	区　　　分
	経　営　体　数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　経　営　体　数

　個人経営体
　団体経営体
　　会社経営
　　漁業協同組合
　　漁業生産組合
　　共同経営
　　官公庁･学校･試験場
	5,513

5,391

122

39

12

4

 62
5
	6,026

5,824

202

49

12

3

134

4
	100.0

97.8
2.2
0.7
0.2

0.1
1.1
0.1
	100.0

96.6

3.4

0.8

0.2

0.0

2.2

0.0
	△513
· 433
· 80
· 10

0
1
· 72
1
	· 8.5
· 7.4
· 39.6
· 20.4

0.0
33.3

· 53.7
25.0


⑶  漁業層別経営体数　　　

　     漁業経営体を漁業層別（主とする漁業種類と使用漁船の規模による区分）にみると、沿岸漁業層、中小漁業層、大規模漁業層の各層とも第10次に比べ減少している。
表２　漁業層別経営体数                                    　　単位：経営体、％
	区　　　分
	経  営　体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　 eq \o\ad(沿岸漁業層,　　　　　　)
　 eq \o\ad(中小漁業層,　　　　　　)
　大規模漁業層
	5,513
5,245

262
6
	6,026

5,715

303

8
	100.0

95.1
4.8
0.1
	100.0

94.9

5.0

0.1
	· 513
· 470
· 41
· 2
	· 8.5
· 8.2
· 13.5
· 25.0


①　 沿岸漁業層
　       沿岸漁業層（漁船非使用、無動力船、動力船10トン未満、定置網、地びき網及び海面養殖の階層）の経営体数は5,245経営体で、第10次に比べ470経営体（8.2％）減少した。
表３　沿岸漁業層の経営体階層別経営体数　　　　　　　　　  　　　　　　単位：経営体、％
	区　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　漁船非使用

　無動力船のみ

　１トン未満
　１～３トン
　３～５トン
　５～10トン
　大型定置網
　小型定置網
　地びき網
　わかめ養殖
　ほたてがい養殖

　その他の養殖
	5,245
345
31
1,362
446
880
255
14
657
5
2
1,236
12
	5,715

404

44

1,478

542

913

265

13

698

11

－

1,334

13
	100.0

6.6
0.6
26.0
8.5

16.8
4.9
0.3
12.5
0.1
0.0
23.6
0.2
	100.0

7.1

0.8

25.9

9.5

16.0

4.6

0.2

12.2

0.2

－

23.3

0.2
	· 470
· 59

· 13

· 116

· 96
· 33
· 10
1

· 41

· 6
2
· 98
· 1
	· 8.2
· 14.6

· 29.5

· 7.8
· 17.7
· 3.6
· 3.8 
7.7
· 5.9

· 54.5
皆増
· 7.3
· 7.7


　　　　　　　　　　　　　　－２－
②　　中小漁業層
　       中小漁業層（動力船10～1,000トン未満の階層）の経営体数は262経営体で、第10次に比べ41経営体（13.5％）減少した。
表４　中小漁業層の経営体階層別経営体数　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体、％

	区　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

 10 ～   20トン

 20 ～   30

 30 ～   50

 50 ～  100

100 ～  200

200 ～  500

500 ～1,000
	262
179
18
12
12
24
13
4
	303

191

16

13

15

40

20

8
	100.0

68.3
6.9
4.6
4.6

9.2
5.0
1.5
	100.0

63.0

5.3

4.3

5.0

13.2

6.6

2.6
	· 41
· 12

2
· 1
· 3
· 16
· 7

· 4
	△13.5

· 6.3

12.5

△7.7

△20.0

△40.0

· 35.0

· 50.0


③　 大規模漁業層

　       大規模漁業層（動力船1,000トン以上の階層）の経営体数は6経営体で、第10次に比べ2経営体（25.0％）減少した。
表５　大規模漁業層の経営体階層別経営体数　　　　　　　　　　　　　単位：経営体、％
	区　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

1,000 ～3,000トン

3,000トン以上
	6
5
1
	8

8

－
	100.0

   83.3
16.7
	100.0

100.0

－
	· 2

· 3
1
	· 25.0

· 37.5
皆増


⑷　　漁業制度別経営体数
　          主とする漁業制度別漁業経営体は、漁業権漁業が 3,562 経営体で全体の64.6％ を占め、次いで知事許可漁業、自由漁業の順となっている。
第10次に比べ大臣許可漁業及び知事許可漁業が増加したが、そのほかはすべて減となった。
表６　主とする漁業制度別経営体数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体、％

	区　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　数

　大臣許可漁業

　知事許可漁業

　大臣承認漁業

　漁業権漁業
　自由漁業
　その他
	5,513

60      1,201

－

3,562

496

194
	6,026

      30

1,097

68

4,073

540

218
	100.0

1.1

21.8

－

64.6

9.0

3.5
	100.0

0.5

18.2

1.1

67.6

9.0

3.6
	· 513

30

104

· 68

· 511

· 44

· 24       
	· 8.5

100.0

9.5

皆減

· 12.5
· 8.1

· 11.0


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－３－

⑸   専兼業別個人経営体数　　
            　 個人経営体（5,391経営体）を専兼業別にみると、専業（自営漁業のみの経営体）は2,154経営体で、第10次に比べ253経営体（13.3％）増加した。

　　　   兼業（自営漁業以外の仕事に従事した者のいる経営体）では、「自営漁業が主」とする経営体(第１種兼業)は1,700経営体で第10次に比べ150経営体（8.1％）減少し、「自営漁業が従」とする経営体（第２種兼業）は1,537経営体で第10次に比べ536経営体（25.9％）減少した。
         [image: image3.emf]図２　専兼業別個人経営体の推移
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表７　専兼業別個人経営体数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体、％

	区　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　専　　　業

　第1種兼業

　第２種兼業
	5,391
2,154
1,700

1.537
	5,824

1,901

1,850

2.073
	100.0

40.0
31.5
28.5
	100.0

32.6

31.8

35.6
	· 433
253
· 150
· 536
	· 7.4
13.3

· 8.1
· 25.9


⑹   基幹的漁業従事者別経営体数　　　

　        個人経営体の基幹的漁業従事者（満15歳以上で海上作業従事日数が最も多い者）を男女別にみると、男子の経営体は5,246経営体で第10次に比べ376経営体（6.7％）減少し、女子の経営体は123経営体で第10次に比べ35経営体（22.2％）減少した。

　       また、個人経営体を男子基幹的漁業従事者の年齢別構成割合でみると、65歳以上の経営体が42.8％を占めて最も多く、60～64歳の構成割合13.8％と合わせた60歳以上の割合は56.6％と過半数を占め、高齢化が一段と進んだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　－４－
表８　基幹的漁業従事者の性別・男子年齢別経営体数　　　　　　　　単位：経営体、％

	区　　　分
	経　営　体　数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	 男  子  計

  　29　歳以下

    30～34歳

    35～39

    40～44

    45～49

    50～54

    55～59

    60～64

  65　歳以上
	5,246

30

61

147

286

487

688

576

726

2,245
	5,622

40

96

216

420

655

570

729

988

1,908
	100.0

0.6

1.2

2.8

5.5
9.3
13.1
11.0
13.8

42.8
	100.0

0.7

1.7
3.8
7.5
11.7

10.1
13.0
17.6
33.9
	· 376
· 10
· 35
· 69
· 134
· 168 118
· 153

· 262

    337
	· 6.7
· 25.0
· 36.5
· 31.9
· 31.9
· 25.6
20.7
· 21.0

· 26.5
17.7

	 女　子　計
	123
	158
	100.0
	100.0
	· 35
	· 22.2


　　　注：「海上作業従事世帯員なし」の経営体を除く。
⑺   自営漁業の後継者の有無別経営体数
　　　     個人経営体のうち、自営漁業の後継者（満15歳以上で調査期日前1年間に漁業に従事し、将来自営漁業の経営者となる予定の者）のいる経営体は1,261経営体で、全個人経営体に占める割合は23.4％となっている。

　　　   これを漁業層別にみると、沿岸漁業層は22.5％、中小漁業層では42.5％となっている。

　　　    沿岸漁業層では、海面養殖層の割合が33.5％と高くなっている。
	表９ 　2003年(第11次)　漁業層別、自営漁業の後継者の有無別経営体数

                                                                       　 単位：経営体

	区 　　 分
	個　人
経営体
	沿　岸
漁業層
	
	　
	中　小
漁業層
	大規模
漁業層

	
	
	
	うち海面養殖層
	うち漁船漁業等
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	5, 391
	5, 163
	1, 237
	3, 926
	 228
	－

	後継者がいる
	1, 261
	1, 164
	 415
	 749
	 97
	－

	後継者がいない
	4, 130
	3, 999
	 822
	3, 177
	 131
	－

	後継者がいる
経営体の割合 (%)
	23.4
	22.5
	33.5
	19.1
	42.5
	－

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	表９の２　　第１０次　漁業層別、自営漁業の後継者の有無別経営体数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体

	区  分
	個　人
経営体
	沿　岸
漁業層
	
	　
	中　小
漁業層
	大規模
漁業層

	
	
	
	うち海面養殖層
	うち漁船漁業等
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	5, 824
	5, 561
	1, 308
	4, 253
	 263
	－

	後継者がいる
	1, 423
	1, 311
	 493
	 818
	 112
	－

	後継者がいない
	4, 401
	4, 250
	 815
	3 435
	 151
	－

	後継者がいる
経営体の割合 (%)
	24.4
	23.6
	37.7
	19.2
	42.6
	－

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－５－

	表９の３　第１０次との比較　漁業層別、自営漁業の後継者の有無別経営体数　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体

	区  分
	個　人
経営体
	沿　岸
漁業層
	
	　
	中　小
漁業層
	大規模
漁業層

	
	
	
	うち海面養殖層
	うち漁船漁業等
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	△  433
	△  398
	△  71
	△  327
	△  35
	－

	後継者がいる
	△  162
	△  147
	△  78
	△  69
	△  15
	－

	後継者がいない
	△  271
	△  251
	 7
	△  258
	△  20
	－

	後継者がいる
経営体の割合 (%)
	△ 1.0
	△ 1.1
	△ 4.2
	△ 0.1
	△ 0.1
	－


　　　　　
２　漁業従事者世帯　　
　

漁業従事者世帯（他の漁業経営体に雇われて海上作業に従事した者のいる世帯）は、1,974世帯で第10次に比べ679世帯（25.6％）と大幅に減少した。

　　漁業従事者世帯を専兼業別にみると、第10次に比べ「漁業雇われのみ」の世帯で234世帯（24.7％）、兼業の「漁業雇われが主」の世帯で277世帯（22.1％）、「漁業雇われが従」の世帯で168世帯（37.2％）が減少し、いずれも高い減少率となった。
[image: image4.emf]図３　漁業従事者世帯の推移
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表１０　専兼業別漁業従事者世帯数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：世帯、％

	区　　　分
	世　帯  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　漁業雇われのみ

　漁業雇われが主

　漁業雇われが従
	1,974
715
  975
284
	2,653

949

1,252

452
	100.0

36.2
49.4
14.4
	100.0

35.8

47.2

17.0
	· 679
· 234

· 277
· 168
	· 25.6

· 24.7
· 22.1
· 37.2


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－６－
Ⅱ　海面漁業の就業構造

１　漁業世帯員　　　
　漁業世帯員数（個人漁業経営体及び漁業従事者世帯の世帯員の合計）は、26,955人で第10次に比べ5,645人（17.3％）減少した。
  この結果、漁業世帯の１世帯平均世帯員数は 3.66人となり、第10次に比べ 0.19人（4.9％）減少した。

　　
　   表１１　出身世帯別世帯員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％

	区　　　分
	世　帯　員　数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　　数　　
個人漁業経営体  
漁業従事者世帯
	26,955
20,211

6,744
	32,600
22,897

9,703
	100.0

75.0

25.0
	100.0

70.2

29.8
	· 5,645
· 2,686
· 2,959
	· 17.3
· 11.7

· 30.5


２　漁業就業者
⑴ 　自営・雇われ別漁業就業者数　

　
　  漁業就業者（漁業の海上作業に30日以上従事した人）は11,057人で第10次に比べ1,302人（10.5％）減少した。

　  漁業就業者を自営漁業、漁業雇われ別にみると、自営漁業のみ又は主として自営漁業に従事した「自営漁業就業者数」は8,775人で、全漁業就業者の79.4％を占め、漁業雇われのみ又は主として漁業雇われに従事した「漁業雇われ就業者数」は2,282人で、全漁業就業者の20.6％を占めている。

　  これを第10次と比べると、自営漁業就業者は465人（5.0％）、漁業雇われ就業者は837人（26.8％）減少したが、漁業雇われ就業者の減少率が自営漁業就業者に比べ高くなっている。

表１２　自営・雇われ別漁業就業者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％

	区　　　分
	就　業　者　数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　自営漁業のみ、主として自営

　漁業雇われのみ、主として雇われ
	11,057
8,775
2,282
	12,359

9,240

3,119
	100.0

79.4

20.6
	100.0

74.8

25.2
	· 1,302
· 465
· 837
	· 10.5
· 5.0
· 26.8


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－７－
⑵　 沿岸、沖合・遠洋漁業就業者数　　　
　  漁業就業者が従事した漁業層を沿岸、沖合・遠洋別に区分してみると、沿岸漁業就業者数は9,997人で、第10次に比べ425人（4.1％）減少し、沖合・遠洋漁業就業者数は1,060人で877人（45.3％）減少した。

　

表１３　沿岸、沖合・遠洋漁業就業者数　　　　　　　             　　　　　単位：人、％

	区　　　分
	就　業　者 数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　沿　　　岸

　沖合・遠洋
	11,057
 9,997
1,060
	12,359

10,422

1,937
	100.0

90.4
 9.6
	100.0

84.3

15.7
	· 1,302
· 425
· 877
	· 10.5
· 4.1
· 45.3


⑶　 性別年齢別漁業就業者数　 　
　  漁業就業者を男女別にみると、男子は8,826人（構成比79.8％）、女子は2,231人（同20.2％）となり、第10次に比べ男子は1,193人（11.9％）、女子は109人（4.7％）それぞれ減少した。

　  年齢階層別にみると、第10次に比べ男子は「65歳以上」で392人（16.1％）と大幅に増加となったほか、「20～24歳」で4人(2.0％)、「50～54歳」で99人（9.8％）増加した以外は、各年齢階層で減少し、減少率も高くなっている。女子は「65歳以上」で199人（41.5％）と大幅な増加となったほか、「15～19歳」で7人（皆増）、「20～24歳」で10人（250.0％）、「30～34歳」で6人(10.9％)、「50～54歳」で36人(12.7％)増加し、若年層の増加が目立ったが、それ以外は、各年齢階層で男子とほぼ同様に減少し、減少率も高くなっている。

　  この結果、65歳以上の高齢者の占める割合は、男子では第10次を7.7ポイント上回る32.0％、女子では第10次を9.9ポイント上回る30.4％となり、男女ともに高齢化がさらに進んだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　－８－
表１４　性別年齢別漁業就業者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％

	区　　　分
	就　業　者　数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数
	11,057
	12,359
	100.0
	100.0
	· 1,302
	· 10.5

	  男 子 計

       15～19歳

       20～24

25～29

       30～34

35～39

       40～44

45～49

       50～54

55～59

       60～64

       65歳以上
	 8,826

56

203
228
373
461
644
969
1,109
931

1,024

2,828
	10,019

72

199

365

497

675

1,015

1,218

1,010

1,172

1,360

2,436
	79.8
0.5
1.8
2.1
3.4
4.2
5.8

8.8

10.0

8.4

9.3

25.6
	81.0

0.6

1.6

3.0

4.0

5.5

8.2

9.9

8.2

9.5

11.0

19.7
	· 1,193
· 16 

4
· 137

· 124
· 214
· 371
· 249
    99
· 241

· 336

392
	· 11.9
· 22.2
2.0
· 37.5
· 24.9

· 31.7
· 36.6
· 20.4

9.8

· 20.6

· 24.7

16.1

	  女 子 計

       15～19歳

       20～24

25～29

       30～34

35～39

       40～44

45～49

       50～54

55～59

    60～64

       65歳以上
	2,231
7

14
24
61
93
170
240
320

262

362

678
	2,340

－

4
27

55

148

218

323
284
374
428

479
	20.2

0.1

0.1

0.2

0.6

0.8

1.5

2.2

2.9

2.4

3.3

6.1
	18.9
－

0.0
0.2

0.4

1.2

1.8

2.6

2.3

3.0

3.5

3.9
	· 109
7

10

· 3
6
· 55
· 48
· 83
36

· 112
· 66

199
	△4.7
皆増
250.0

· 11.1
10.9

· 37.2
· 22.0
· 25.7
12.7
· 29.9

· 15.4

41.5


Ⅲ 　漁　　船

１ 使用漁船総隻数

　   海面漁業経営体が平成15年11月1日前１年間に漁船を使用し、調査日現在保有している総隻数は7,694隻で、第10次に比べ450隻（5.5％）の減少となった。
漁船を種類別にみると、第10次に比べ無動力船が21隻（14.7％）増加したが、船外機付船が73隻（2.1％）、動力船が398隻（9.0％）それぞれ減少した。

　動力船についてトン数規模別にみると、第10次に比べ150～200トン規模が4隻（44.4％）、5～10トン規模が1隻（0.2％）、500～1000トン規模が同じく1隻（皆増）増加したほかは、すべてのトン数規模で減少した。

　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－９－
表１５　漁船種類別隻数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：隻、％
	区　　　分
	漁　船　隻　数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	総　　数

　　無動力船
　　船外機付船

　　動力船
	7,694
164

3,483

4,047
	8,144

143

3,556

4,445
	100.0

2.1
45.3

52.6
	100.0

1.8

43.7

54.6
	· 450
21

· 73
· 398
	· 5.5
14.7
· 2.1
· 9.0


表１６　トン数規模別動力船隻数　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：隻、％

	区　　　分
	 eq \o\ad(動力船隻数,　　　　　　　)
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2003年
	第10次
	2003年
	第10次
	増減数
	増減率

	動力船計

      1トン未満

    1 ～     3

    3 ～     5

    5 ～    10

   10 ～    20

   20 ～    30

   30 ～    50

   50 ～   100

  100 ～   150

  150 ～   200

  200 ～   350

  350 ～   500

  500 ～ 1,000

1,000 ～ 3,000

3,000トン以上
	4,047
132

638

2,407

491

247

2

5

17

62

13

22

10

1

－

－
	4,445

137

847

2,539

490

251

2

7

19

93

9

35

16

－

－

－
	100.0

3.3

15.8

59.5

12.1

6.1

0.0

0.1

0.4

1.5
0.3

0.5

0.2

0.0

 －

－
	100.0

3.1

19.1

57.1

11.0

5.6

0.0

0.2

0.4

2.1

0.2

0.8

0.4

－

－

－
	· 398
· 5
· 209
· 132
1
· 4

－

· 2

· 2

· 31
4
· 13

· 6

1
－

－
	· 9.0

· 3.6
· 24.7
· 5.2
0.2

· 1.6

0.0
· 28.6
· 10.5

· 33.3

· 44.4
· 37.1
· 37.5
皆増

－

－


２  漁業層別平均使用動力船隻数及びトン数

    動力船について、漁業層別の１経営体平均使用隻数を第10次と比べると、沿岸漁業層及び中小漁業層では変化はみられなかったが、大規模漁業層で1.3隻（16.5％）の増加となった。
使用漁船１隻当りのトン数を第10次と比べると、沿岸漁業層が0.2トン（4.8％）増加したが、その他の各漁業層で減少した。

表１７　漁業層別平均使用動力船隻数及びトン数　　　　 　　　 　　　 単位：隻，トン、％                                                       

	区　　　分
	１経営体平均動力船隻数
	動力船１隻平均トン数

	
	2003年
	第10次
	増減率
	2003年
	第10次
	増減率

	総　　数

　　沿岸漁業層
　中小漁業層
　　大規模漁業層
	0.7

0.7

1.4

9.2
	0.7

0.7

1.4

7.9
	0.0

0.0

0.0

16.5
	10.8

4.4

41.9

224.1
	12.2

4.2

53.3

228.9
	· 11.5

4.8

· 21.4

· 2.1


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－10－
第２　　統　 計　 表

第２　統計表　

 Ⅰ　県結果表　

　　１　漁業経営体の基本構成　--------------------------------------------------  11
　　　⑴　経営体階層別統計　----------------------------------------------------  11
①　総括　--------------------------------------------------------------  11
②　個人　--------------------------------------------------------------  13
③　会社　--------------------------------------------------------------  15
④　漁業協同組合　------------------------------------------------------  17
⑤　漁業生産組合　------------------------------------------------------  19
⑥　共同経営　----------------------------------------------------------  21
⑦　官公庁・学校・試験場　----------------------------------------------  23

　　　⑵　経営組織別統計　------------------------------------------------------  25
　　　⑶　主とする漁業制度区分別統計　------------------------------------------  25

　　　⑷　主とする操業水域別統計　----------------------------------------------  25
　　　⑸　主とする漁業種類別統計　----------------------------------------------  27
　　２　漁業経営体統計　--------------------------------------------------------  29
　　　⑴　経営体階層別統計　----------------------------------------------------  29
①　主とする漁業種類別経営体数　----------------------------------------  29
②　営んだ漁業種類別経営体数　------------------------------------------  33
③　経営組織別経営体数　------------------------------------------------  37
④　主とする漁業制度区分別経営体数　------------------------------------  38
5 主とする操業水域別経営体数　----------------------------------------  39
⑥　漁獲金額別経営体数　------------------------------------------------  39
　　３　個人漁業経営体統計　----------------------------------------------------  41
　　　⑴　経営体階層別統計　----------------------------------------------------  41
①　主とする漁業種類別経営体数　----------------------------------------  41
②　自営漁業の専兼業別経営体数　----------------------------------------  45
3 世帯の経済的中心者の専兼業別・年齢別経営体数　----------------------  46
④　自営漁業の後継者の有無別経営体数　----------------------------------  47　　

　　４　漁業従事者世帯統計　----------------------------------------------------  49

　　　⑴　漁業雇われ専兼業別統計　----------------------------------------------  49

①　主として従事した漁業種類別世帯数　----------------------------------  49

　　５　漁業就業者統計　--------------------------------------------------------  49
　　　⑴　自営・雇われ別統計　--------------------------------------------------  49
①　主として従事した漁業種類別漁業就業者数　----------------------------  49

②　性別、年齢別15歳以上の漁業就業者数　-------------------------------  51
③　出身世帯別・漁業層別漁業就業者数　----------------------------------  52
④　沿岸、沖合・遠洋別漁業就業者数　------------------------------------  52
⑤　漁業の海上作業従事日数別漁業就業者数　------------------------------  52
　　６　漁業世帯員統計　--------------------------------------------------------  53
　　　⑴　出身世帯別の自営漁業・漁業雇われ専兼業別世帯員統計　------------------  53
①　性別、年齢別世帯員数　----------------------------------------------  53
７　漁船に関する統計　------------------------------------------------------  55
　　　⑴　経営体階層別統計　----------------------------------------------------  55
①　漁船隻数・動力船トン数規模別隻数　----------------------------------  55
　　　⑵　動力船トン数規模別統計　----------------------------------------------  57
①　漁船隻数・トン数・主機関の馬力数　----------------------------------  57
②　出漁日数別動力船隻数　----------------------------------------------  57
③　主とする操業水域別動力船隻数　--------------------------------------  58
Ⅱ 市町村別結果表　

１　漁業経営体統計　--------------------------------------------------------  59
⑴　漁業経営体の基本構成　------------------------------------------------  59
　　　⑵　経営体階層別経営体数　------------------------------------------------  61
⑶　主とする漁業種類別経営体数　------------------------------------------  65
⑷　漁獲金額別経営体数　--------------------------------------------------  69
⑸　経営組織別経営体数　--------------------------------------------------  70
　　２　個人漁業経営体統計　----------------------------------------------------  71

⑴　自営漁業の専兼業別経営体数　------------------------------------------  71
　　３　漁業従事者世帯統計　----------------------------------------------------  72
1  漁業雇われ専兼業別世帯数　--------------------------------------------  72
　　４　漁業世帯員統計　--------------------------------------------------------  73
1  性別、年齢別世帯員数　------------------------------------------------  73

　　５　漁業就業者統計　--------------------------------------------------------  77

(1) 自営・雇われ別漁業就業者数　------------------------------------------  77

(2) 性別、年齢別15歳以上の漁業就業者数　---------------------------------  78

　　６　漁船に関する統計　------------------------------------------------------  81

(1) 漁船隻数、動力船トン数規模別隻数　------------------------------------  81
　
　

　　　　　　　　　［　P.11～82  別添ファイルに収録　］
〔　参　　考　〕

１　調査の目的、定義・約束事項等

１　調査の目的
　　
　2003年(第11次）漁業センサスの海面漁業調査は、海面漁業の生産構造を明らかにするとともに、漁村、流通等の漁業の背景の実態を総合的に把握し、漁業構造の改善等水産行政諸施策の基礎資料を整備することを目的として実施したものである。
２　調査の体系

	調査の種類
	調査の対象
	調査の系統
	調査期日
	調査方法

	海
面
漁
業
調
査

	 漁業経営体調査
	海面に沿う市区町村及び漁業法第８６条
第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村（以下、沿海市区町村という。）の区域内に所在する漁業経営体

	農林水産省
	平成１５年
１１月１日現在
	調査員による調査客体からの面接聞き取り調査（一部項目（会社、官公庁、試験場については全部）は自計申告）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 都道府県
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 市区町村
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	漁業従事者世帯調査
	沿海市区町村に所在する漁業従事者世帯
	
	
	  同上
	

	
	
	
	  調査員
	
	


３　調査の定義及び約束事項

	調査期日前１年間
	平成14年11月1日から平成15年10月31日の期間



	漁業経営体


	　調査期日前１年間に、利潤又は生活の資を得るために、生産物を販売することを目的として、海面において水産動植物の採補又は養殖の事業を行った世帯又は事業所をいう。

　ただし、調査期日前１年間における漁業の海上作業日数が30日未満の個人漁業経営体は除く。




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　８３　－

	経営体階層


	漁業経営体が「調査期日前１年間に主として営んだ漁業種類」又は「調査期日前１年間に使用した漁船のトン数」により、次の方法により決定した。

（ア）　調査期日前１年間に主として営んだ漁業種類（販売金額１位の漁業種類）により決定した経営体階層。

　　　大型定置網、小型定置網、地びき網及び海面養殖の各階層

（イ）　調査期日前１年間に使用した漁船の種類及び動力船のト
ン数により決定した経営体階層

上記（ア）以外の経営体は、使用漁船の種類及び使用動力船の合計トン数により、漁船非使用、無動力船、動力１トン未満から動力3,000トン以上の階層までの15経営体階層を決定した。

　なお、船外機付船のみを使用した経営体で（ア）に該当する以外はすべて１トン未満階層とした。

　また、動力漁船の合計トン数には、専用船（遊漁のみに用いる船、買いつけ用の鮮魚運搬船等）のトン数は含んでいない。



	漁　業　層
	

	　 eq \o\ad(沿岸漁業層,　　　　　　)
	　漁船非使用、無動力船、動力船10トン未満、定置網、地びき網及び海面養殖の各階層を総称したものをいう。



	　 eq \o\ad(中小漁業層,　　　　　　)
	　動力船10トン以上1,000トン未満の各階層を総称したものをいう。

	　大規模漁業層
	　動力船1,000トン以上の各階層を総称したものをいう。



	漁業制度
	

	　大臣許可漁業
	　漁業法（昭和24年12月15日法律第267号）に基づいて政令により定められた漁業（指定漁業と称されている。）で、農林水産大臣の許可を受けなければ営むことができない漁業をいう。



	　知事許可漁業
	　漁業法により、知事の許可を受けなければ営むことのできない漁業（法定知事許可漁業）及び都道府県漁業調整規則で知事の許可を受けなければ営むことができない漁業をいう。



	　大臣承認漁業
	　農林水産大臣の承認がなければ営むことができない漁業をいう。



	　漁業権漁業
	　都道府県知事の免許を受け、一定の水面において排他的に一定の漁業を営む権利を有する漁業で共同漁業、区画漁業、定置漁業が含まれる。



	　自由漁業
	　海面で自由に営むことのできる漁業をいう。




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　８４　－　　　

	　その他の漁業


	　上記以外で以下の漁業をいう。

　（ア）官公庁、学校、試験場等の調査船の行う漁業

　（イ）海区漁業調整委員会の承認を受けて営む漁業

　（ウ）農林水産大臣に届け出を行って営む漁業のうち次のもの

・　かじき等流し網（総トン数10トン以上）
・　沿岸まぐろはえ縄漁業
・　小型するめいか釣り漁業

・　暫定措置水域沿岸漁業等


	漁　業　種　類
	（ア）「主とする漁業種類」

　漁業経営体が調査期日前１年間に営んだ漁業種類のうち主たる漁業種類をいい、漁業種類を２種類以上営んだ場合、販売金額１位の漁業種類をいう。

（イ）「営んだ漁業種類」

　漁業経営体が調査期日前１年間に営んだすべての漁業種類をいう。



	漁　　　　　船
	　調査期日前１年間に漁業経営体が漁業生産のために使用し、調査期日現在保有しているものをいい、主船のほかに付属船（まき網における灯船、魚群探索船、網船等）を含む。

　ただし、漁船の登録を受けていても、直接漁業生産に参加しない船（遊漁のみに用いる船、買いつけ用の鮮魚運搬船等）は除く。



	活　魚　販　売
	　貝類以外の漁獲物を活魚槽、魚槽等により活かして水揚げし、活魚として出荷することを目的として、活きている状態（泳ぎ）で販売したものをいう。



	経　営　組　織
	　漁業経営体を経営形態別に分類する区分をいう。

	　個人経営体
　・共同経営に参加
	　個人で漁業を自営するものをいう。

　個人経営体のうち、調査期日前１年間に自らが出資している共同経営の漁労作業に従事している世帯員がいる世帯をいう。

　なお、共同経営に出資し、その共同経営の漁労作業に従事している場合でも、海面漁業を自営していなければ、漁業従事者世帯とする。



	　団体経営体
	　個人経営体以外の漁業経営体をいい、会社、漁業協同組合、漁業生産組合、共同経営、官公庁・学校・試験場に区分している。



	　・会　　社
	　商法又は有限会社法に基づき設立された合名会社、合資会社、株式会社及び有限会社をいう。



	　・漁業協同組合
	　水産業協同組合法（昭和23年12月15日法律第242号）に基づき設立された漁業協同組合及び漁業協同組合連合会をいう。



	　・漁業生産組合
	　水産業協同組合法に基づき設立された漁業生産組合をいう。




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　８５　－

	　・共同経営
	　二人以上（法人を含む）が、漁船、漁網等の主要生産手段を共有し、漁業経営を共同で行ったものをいう。



	　・官公庁･学校･試験場
	　官公庁・学校・試験場のうち漁獲物及び収穫物を販売したものをいう。



	漁業従事者世帯
	　調査期日前１年間に生活の資として賃金報酬を得ることを目的として、漁業経営体に雇われて又は共同経営に出資従事して30日以上漁業の海上作業に従事した世帯員がいる世帯をいう。



	最盛期の海上作業

従事者数
	　各漁業経営体において、調査期日前１年間に営んだすべての海面漁業を通じて最も多くの人が漁業の海上作業に従事した時期の人数をいう。したがって、最盛期の海上作業従事者数を合計したものは漁業従事者数の実数とはならない。



	漁業の海上作業

漁業の陸上作業


	　漁業の海上作業とは、漁船漁業における海上での全ての作業（運搬船など、漁労に関して必要な船のすべての乗組員の作業を含む。したがって、漁業に従事しない医師、コック等の乗組員も海上作業従事者となる。）、定置網漁業における海上での全ての作業及び陸上で行う岡見、地びき網漁業における海上での全ての作業及び陸上での引き子の作業、漁船を使用しない漁業における
採貝及び採藻等の作業、養殖業における海上養殖施設での全ての作業及び陸上養殖施設での餌作り以外の全ての作業（餌作りは陸上作業）をいう。
　漁業に係る作業のうち、漁船、漁網等の生産手段の修理、整備、漁具、漁網、食料品の積み込み作業、出港・帰港時の漁船引き下ろし、引き上げの作業、悪天時の出漁待機、餌の仕入れ及び調餌作業、真珠の核入れ作業、珠の採取作業、貝掃除作業、貝のむき身作業、のり、わかめの干し作業、漁獲物を出荷するまでの運搬、箱詰め作業、自家生産物を主たる原料とした水産加工品の製造・加工作業、自営漁業の管理運営業務で海上作業以外の全ての作業（指揮監督、技術講習、経理・計算、帳簿管理）をいう。



	陸上作業のみ最多

従事者数
	　調査期日前１年間に営んだすべての海面漁業を通じて、陸上作業のみを行った人が最も多かった時期の人数をいう。



	経営体の専兼業分類
	

	　専　　　業
	　個人経営体で、満15歳以上の世帯員が自営漁業以外の仕事に従事していない者をいう。



	　自営漁業が主
（第１種兼業）
	　個人経営体で、満15歳以上の世帯員の中に自営漁業以外の仕事に従事したものがいるもので、自営漁業以外の年間収入が自営漁業の年間収入を上回るものをいう。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　８６　－

	　自営漁業が従
(第２種兼業)

	　個人経営体で、満15歳以上の世帯員の中に自営漁業以外の仕事に従事したものがいるもので、自営漁業の年間収入が自営漁業以外の年間収入を上回るものをいう。調査期日前１年間において、自営漁業の年間収入が、満15歳以上の世帯員が従事した自営漁業を除く全ての仕事を合わせた収入を下回るものをいう。



	経営主の就業状態
	

	　自営漁業のみ
	　個人経営体の経営主（自営漁業経営の意志決定を行う等責任を持つ人）で、自営漁業以外の仕事に従事していない者をいう。



	　自営漁業が主
	　個人経営体の経営主で、自営漁業以外の仕事にも従事し、自営漁業の年間収入が、自営漁業以外の年間収入を上回る者をいう。



	　自営漁業が従
	　個人経営体の経営主で、自営漁業以外の仕事にも従事し、自営漁業以外の年収が、自営漁業の年収を上回る者をいう。



	基幹的漁業従事者
	　個人経営体の世帯員のうち、満15歳以上で自営漁業の海上作業従事日数が最も多い者をいう。



	自営漁業の後継者
	　個人経営体の世帯員のうち、満15歳以上で調査期日前１年間に漁業に従事した者で、将来自営漁業の経営者になる予定の者をいう。



	漁　業　世　帯
	　個人漁業経営体及び漁業従事者世帯を総称したものをいう。



	漁 業 就 業 者
	　漁業世帯の世帯員のうち、満15歳以上で調査期日前１年間に自営漁業又は漁業雇われの海上作業に年間30日以上従事した者をいう。



	沿岸漁業就業者
	　漁船非使用漁業、無動力及び10トン未満の動力船を使用する漁業、定置網漁業並びに地びき網漁業及び海面養殖業に従事した漁業就業者をいう。



	沖合・遠洋就業者
	　沿岸漁業就業者以外の漁業就業者をいう。




４　利用上の注意

(1) 数値について

　数値はラウンドしてあるので、総数とその内訳を合計したものが一致しない場合がある。
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　８７　－

また、説明文中の各表の増減数、増減率、構成割合等はラウンド前の原数値により算出して表示しているため、表の数値から算出したものとわずかな差がある場合がある。

(2) 符　号

　表中に使用した符号は次のとおり。

　「－」は事実のないもの。

　「△」は負数又は減少したもの。

　「０」は単位に満たないもの。

　「Ｘ」は数値が秘匿されているもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　－　８８　－
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